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平成２９年１月 

日向市 
  

議案第２号 参考 



行財政改革大綱 実施計画書 体系図 

 

情報発信の充実 1 秘書広報課

広聴機能の充実 1 秘書広報課

窓口サービスの充実 2 職員課・関係各課

ＩＣＴの推進 2 総合政策課

地域コミュニティの活性化 3 地域コミュニティ課

ＮＰＯの育成・支援 3 地域コミュニティ課

積極的かつ効果的な民間委託の推進 4 職員課・関係各課

一般ごみ収集業務の民間委託の推進 4 環境政策課

指定管理者制度の推進 5 職員課・関係各課

行政経営システムの充実 5 財政課・全課

組織編制、機構の見直し 6 職員課・全課

公立幼稚園の運営形態の見直し 6 学校教育課

広域連携の強化 7 総合政策課・関係各課

事務事業の効率化 7 職員課・全課

組織力の強化 8 職員課・全課

文書管理の適正化 8 総務課・全課

職員の意識改革 9 職員課

災害に対する職員対応能力の強化 9 防災推進課・全課

女性職員が活躍する職場環境づくりの推進 10 職員課

多様な任用形態による人材の活用 10 職員課

人事評価制度の適正な運用 11 職員課

時間外勤務の縮減 11 職員課

職員給与等の適正化 12 職員課

定員管理の適正化 12 職員課

地方公会計制度の推進 13 財政課

公共施設マネジメントの推進 13 財政課

使用料、手数料の見直し 14 財政課・関係各課

第三セクターの経営健全化 14 財政課

  ① （株）日向サンパーク温泉の経営健全化 15 観光振興課

  ② 日向青果地方卸売市場（株）の経営健全化 15 農業畜産課

  ③ （株）東郷町ふるさと公社の経営健全化 16 東郷地域振興課

  ④ （公財）日向文化振興事業団の経営健全化 16 文化生涯学習課

水道事業の経営健全化 17 水道課

下水道事業の経営健全化 17 下水道課

病院事業の経営健全化 18 東郷病院

債権管理の推進 18 税務課

① 市税の収納率の向上 19 税務課

② 国民健康保険税の収納率の向上 19 国民健康保険課

③ 保育料の収納率の向上 20 こども課

④ 水道料金の収納率の向上 20 水道課

⑤ 住宅使用料の収納率の向上 21 建築住宅課

⑥ 介護保険料の収納率の向上 21 高齢者あんしん課

ごみ処理の有料化 22 環境政策課

広告掲載事業の拡充 22 財政課・関係各課

ふるさと日向市応援寄附金事業の拡充 23 ブランド推進課

資金運用の強化 23 会計課

財政指標の改善 24 財政課

市債残高の圧縮 24 財政課

基金の計画的な活用 25 財政課

補助金制度の適正な運用 25 財政課

頁 担当課

１ 地域経営の推進 １－１
市民に分かりやすい

市政情報の発信

１－１－１

１－３
市民との協働の推進と

地域活動の活性化

１－３－５

１－３－６

大区分 中区分 小区分（実施項目）

１－１－２

１－２ 市民サービスの充実
１－２－３

１－２－４

２－２－12

２ 効率的な行政経営の確立 ２－１
積極的かつ効果的な

民間活力の導入

２－１－７

２－１－８

２－１－９

２－２
簡素で効率的な
組織の運営

２－２－10

２－２－11

２－２－13

２－２－14

２－２－15

２－２－16

２－３ 人材の育成・活用
２－３－17

２－３－18

２－３－19

２－３－20

２－３－21

２－４ 定員管理・給与の適正化
２－４－22

２－４－23

２－４－24

３ 持続可能な財政基盤の強化 ３－１ 経営視点に立った財政運営
３－１－25

３－１－26

３－３
不断の歳出改革と
将来負担の軽減

３－３－35

３－３－36

３－１－27

３－１－28

３－１－29－①

３－１－29－②

３－１－29－③

３－２ 自主財源等の歳入確保
３－２－30

３－３－37

３－３－38

３－２－31

３－２－32

３－２－33

３－２－34
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区 分 

大 1 地域経営の推進 

中 1 市民に分かりやすい市政情報の発信 

小 1 所 管 課 秘書広報課 

実施項目名 情報発信の充実 

現状・課題 

広報ひゅうがやホームページをはじめ各種広報媒体(新聞・テレビ・ラジオ・ＳＮＳなど)
を活用した情報提供を行っていますが、広報媒体に対する市民ニーズの多様化に対応す
るため、全庁的かつ計画的な取組を展開するなど、情報発信力の強化を図る必要があり
ます。 

取 組 内 容 
市民との情報共有を図るため、「(仮称)広報・広聴マニュアル」を作成し、全庁的かつ計
画的な情報発信に取り組みます。 

期待される効果 ①市政に対する理解 ②市民との情報共有 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

(仮称)広報・広聴マニ
ュアルに基づく取組 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 1 地域経営の推進 

中 1 市民に分かりやすい市政情報の発信 

小 2 所 管 課 秘書広報課 

実施項目名 広聴機能の充実 

現状・課題 
市民の意見集約をするため、広報ひゅうがやホームページでのアンケートなどを行って
いますが、今後更に市民サービスの充実を図っていくため、意見集約のあり方や市政へ
の反映の仕組みなどについて検討する必要があります。 

取 組 内 容 市民の声を広く聴くため、座談会や市民ワークショップなどを開催します。 

期待される効果 ①市政に対する理解 ②効果的な行政サービスの提供 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

座談会の開催 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 1 地域経営の推進 

中 2 市民サービスの充実 

小 3 所 管 課 職員課・関係各課 

実施項目名 窓口サービスの充実 

現状・課題 
申請や届出をする窓口が分散しており、来庁者は複数の窓口を移動しなければならない
状況があります。 

取 組 内 容 
窓口利用の利便性を向上するため、同じフロアで市民サービスのほとんどが完了する「ワ
ンフロアサービス」を導入します。また、住民票や税証明などの証明書の発行窓口の統
一や総合案内の充実など、窓口サービスの向上に努めます。 

期待される効果 ①市民サービスの向上 ②効率的な事務執行体制の確立 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

証明窓口の統一化 検討 実施 ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 1 地域経営の推進 

中 2 市民サービスの充実 

小 4 所 管 課 総合政策課 

実施項目名 ＩＣＴの推進 

現状・課題 
国から「地方創生ＩＴ利活用促進プラン」などの新たな施策が示されており、マイナン
バー制度への対応やデータ利活用の推進など、地方が抱える課題解決に向けたＩＣＴ利
活用の重要性はより高まっています。 

取 組 内 容 
ＩＣＴ化を推進し、マイナンバー制度を活用したマイナンバーカードの独自利用の導入
など、電子行政サービスの提供に取り組みます。 

期待される効果 ①効率的な事務執行体制の確立 ②行政コストの削減 ③市民サービスの向上 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

電子行政サービスの 
提供 

調査・研究・実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 1 地域経営の推進 

中 3 市民との協働の推進と地域活動の活性化 

小 5 所 管 課 地域コミュニティ課 

実施項目名 地域コミュニティの活性化 

現状・課題 

住民の価値観が多様化・複雑化し、自治会（区）の加入率が低迷する中、自治会（区）
活動への支援とまちづくり協議会設置地区（細島、平岩、塩見、東郷）への活動費の支
援を行っています。今後は、未設置地区への設立を推進するとともに、設立に至るまで
の自治会（区）活動の支援を検討することが必要です。 

取 組 内 容 
自治会（区）の活動を支援し区加入を促進しながら、「地域のあり方は地域が決め、地域
が担う」という地域経営の理念の下、地域住民が主体となった地域づくりを推進します。 

期待される効果 ①地域コミュニティの形成 ②地域課題の自己解決 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

自治会（区）加入率 ６８.８５％ ６８.９０％ ６８.９５％ ６９.００％ 

まちづくり協議会の 
設置数 

４地区 ４地区 ５地区 ６地区 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 1 地域経営の推進 

中 3 市民との協働の推進と地域活動の活性化 

小 6 所 管 課 地域コミュニティ課 

実施項目名 ＮＰＯの育成・支援 

現状・課題 
公共サービスや各種事業を継続的・安定的に実施していくためには、行政だけでなくＮ
ＰＯが主体となった事業展開が必要です。 

取 組 内 容 ＮＰＯの活動を支援し、地域づくりの担い手となる人材の育成に取り組みます。 

期待される効果 ①地域づくりを担う人材育成 ②地域づくりの促進 ③地域課題の自己解決 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

市民まちづくり支援事
業の企画提案事業件数 

１０件 １０件 １２件 １２件 

ひまわり基金市民活動
事業件数 

１２件 １２件 １４件 １４件 

市民活動支援センター
の利用者数 

３,７２５人 ３,７５０人 ３,７７５人 ３,８００人 

実 績     

評 価  

備 考 

ＮＰＯ・・・Non Profit Organizationの略で、「民間非営利組織」と訳されますが、Ｎ
ＰＯの概念としてどのような団体を含むのかについては、様々な考え方があり、統一さ
れた使い方はありません。ここでは、ＮＰＯ法人、ボランティア団体、市民活動団体な
どのほか、自治公民館、ＰＴＡなども対象範囲としています。 
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区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 1 積極的かつ効果的な民間活力の導入 

小 7 所 管 課 職員課・関係各課 

実施項目名 積極的かつ効果的な民間委託の推進 

現状・課題 
「民間にできることは民間に委ねる」という基本方針に基づき、条件が整った業務につ
いては、民間委託を実施しています。これまで、一般ごみ収集業務や学校給食調理業務
について民間委託を実施しました。 

取 組 内 容 
あらゆる業務についての必要性や効果等を検証しながら、積極的かつ効果的な民間委託
を推進します。 

期待される効果 ①効率的な事務執行体制の確立 ②市民サービスの向上 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

民間委託の実施 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 1 積極的かつ効果的な民間活力の導入 

小 8 所 管 課 環境政策課 

実施項目名 一般ごみ収集業務の民間委託の推進 

現状・課題 
平成２４年度に一部地区のごみ収集業務の民間委託を実施し、平成２６年度に委託地区
の拡大を行いました。平成２６年度から平成２８年度までの３か年の業務委託における
費用やごみ減量化の比較などの検証を行っています。 

取 組 内 容 
コスト削減の検証や大規模災害発生時における委託業者への指導、ごみ収集における啓
発業務等を考慮しながら民間委託の推進に向けての検討を行います。 

期待される効果 ①効率的な事務執行体制の確立 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

ごみ収集業務の 
民間委託の実施 

検討 検討結果に基づき早期に実施 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 1 積極的かつ効果的な民間活力の導入 

小 9 所 管 課 職員課・関係各課 

実施項目名 指定管理者制度の推進 

現状・課題 
平成２８年４月１日現在、３５施設において指定管理者制度を導入しています。また、「日
向市指定管理者制度導入施設モニタリング指針」に基づき施設の管理運営状況の点検・
評価を毎年行っています。 

取 組 内 容 
公の施設の管理運営の効率化を図るため、行政の責任を担保した上で、できる限り民間
のノウハウを活用し、制度の導入施設の拡大を検討します。また、モニタリング指針の
運用方法について適宜見直しを行い、より効果的な運用を行います。 

期待される効果 
①効率的な事務執行体制の確立 

②民間のノウハウを活かした施設の利活用促進 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

指定管理者制度の導入 検討・導入 ⇒ ⇒ ⇒ 

モニタリングの運用 見直し・運用 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 2 簡素で効率的な組織の運営 

小 10 所 管 課 財政課・全課 

実施項目名 行政経営システムの充実 

現状・課題 

今後ますます厳しくなる財政状況に対応しながら施策の推進を図るためには、限られた
経営資源(人・もの・金)の効果的かつ効率的な活用が課題となります。そのため、総合
計画や部局経営方針、行政評価制度が連動した行政経営システムを充実強化し、効果的
な行財政運営を図っていく必要があります。 

取 組 内 容 
「第２次日向市総合計画」に基づく施策を着実に推進するため、現在の部局経営方針や
行政評価制度を見直してＰＤＣＡサイクルの充実強化を図り、効果的・効率的な行財政
経営に取り組みます。 

期待される効果 ①事業の選択と集中 ②財政負担の適正化 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

部局経営方針と行政評
価制度が連動した事業
の検証 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考 

ＰＤＣＡサイクル・・・Ｐｌａｎ（計画）、Ｄｏ（実行）、Ｃｈｅｃｋ（評価）、Ａｃｔｉ
ｏｎ（改善）の頭文字をつなげたもので、立案・計画から改善までをひとつのサイクル
（輪）として、その改善を更に次の計画につなげていくことで継続的に業務改善をする
手法のことです。 
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区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 2 簡素で効率的な組織の運営 

小 11 所 管 課 職員課 

実施項目名 組織編制、機構の見直し 

現状・課題 
社会経済情勢の変化や多様化・複雑化する市民ニーズに迅速かつ柔軟に対応するため、
組織の見直しを行ってきました。限りある人材でより効果的・効率的な行政運営が図ら
れるよう、組織のあり方について、継続して見直していくことが必要です。 

取 組 内 容 
各部署の業務課題を集約し、的確な業務量の把握に努めることで、横断的な組織の連携
を推進し、簡素で効率的な組織の実現を図ります。 

期待される効果 ①効率的な事務執行体制の確立 ②市民ニーズへの的確な対応 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

組織編制、機構の 
見直し 

検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 2 簡素で効率的な組織の運営 

小 12 所 管 課 学校教育課 

実施項目名 公立幼稚園の運営形態の見直し 

現状・課題 
就学児童数の減少が見込まれることから、運営のあり方について検討を行ってきました。
また、平成２７年４月から子ども子育て支援新制度の施行に伴い、幼児期の学校教育と
保育の総合的な提供ができるようになりました。 

取 組 内 容 
関係課で構成する「公立幼稚園運営検討会」において地域人口の推移や就学児童数の見
込みなどについて調査を行いながら、公立幼稚園の運営形態についての方針を検討しま
す。 

期待される効果 ①公立幼稚園の役割の明確化 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

公立幼稚園運営検討会

の開催 
年２回の開催 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 2 簡素で効率的な組織の運営 

小 13 所 管 課 総合政策課・関係各課 

実施項目名 広域連携の強化 

現状・課題 
日向・東臼杵市町村振興協議会や宮崎県北部広域行政事務組合において、各分野での広
域連携を行っていますが、各市町村での行政需要の相違などを考慮しながら広域連携を
強化していく必要があります。 

取 組 内 容 
人口減少対策や移住・定住の促進、バス対策、消費生活相談等、圏域が抱える共通の課
題について広域で取り組みます。 

期待される効果 ①効率的な事務執行体制の確立 ②圏域住民のサービス向上 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

各専門部会の開催 年２回の開催 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 2 簡素で効率的な組織の運営 

小 14 所 管 課 職員課・全課 

実施項目名 事務事業の効率化 

現状・課題 
国・県からの権限移譲や制度改正への対応などにより、年々業務が増加しており、職員
一人ひとりに掛かる負担も大きくなっています。事務事業の見直しを図り、効率的に業
務を行うことが必要です。 

取 組 内 容 
業務の必要性や効果、コストを総合的に判断し、事務事業の統廃合の検討や事務処理手
順の見直しを行います。 

期待される効果 ①効率的な事務執行体制の確立 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

事務事業の見直し 見直し・統廃合 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 2 簡素で効率的な組織の運営 

小 15 所 管 課 職員課・全課 

実施項目名 組織力の強化 

現状・課題 
事務処理の誤りやチェック体制の不備による組織的なミスの発生が、市民の不利益とな
り、市に対する信頼を損なう原因となります。事案が発生した場合、原因の分析、再発
防止策の検討が行われていますが、更なる徹底を図るための仕組みづくりが必要です。 

取 組 内 容 
報告・連絡・相談の徹底を図るため職場ミーティングを継続して実施します。また、事
務処理の根拠法令や作業手順の確認を行うための事務処理マニュアルの作成に取り組み
ます。 

期待される効果 ①職員一人ひとりの責任意識の徹底 ②コンプライアンスの強化 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

職場ミーティング 定例化 ⇒ ⇒ ⇒ 

事務処理マニュアル 作成 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 2 簡素で効率的な組織の運営 

小 16 所 管 課 総務課・全課 

実施項目名 文書管理の適正化 

現状・課題 
現在、各課において文書の整理保存を行っていますが、膨大な量となっているため、新
庁舎において保存できない文書が相当量発生することが予想されます。そのため、保存
文書のデータ化や、削減作業など文書量を減らす取組が必要です。 

取 組 内 容 
保存文書の基準を見直し、適正な文書管理に努めます。また、取組を全庁的に浸透させ
るために、各課の文書点検や指導等を実施します。 

期待される効果 ①新庁舎の効率的な活用 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

文書管理の適正化 
保存基準の見直し 
各課の文書点検 

各課文書の 
削減 

⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 3 人材の育成・活用 

小 17 所 管 課 職員課 

実施項目名 職員の意識改革 

現状・課題 
職員には地域の課題を自ら見つけ、その解決に向けて主体性を持って考え、行動・実践
することが求められています。「できない理由を考える」のではなく「できる方法を考え
積極的にチャレンジする」職員の育成と意識改革が不可欠です。 

取 組 内 容 

職員一人ひとりが仕事を進める中で、「プラスワン（＋１）行動」を心掛け、実践ができ
るよう意識改革に取り組みます。特に、研修に新たな手法を導入することや、オフサイ
トミーティングなどの自主研修活動への積極的な支援、業務改善大会の開催に取り組み
ます。 

期待される効果 ①職員の意識改革 ②職員の人材育成 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

新たな研修を実施 随時 ⇒ ⇒ ⇒ 

自主研修活動への支援 
自主研修支援制度
の周知・活動支援 

 

⇒ 
グループ紹介、活
動報告会の実施 

⇒ 
 
⇒ 

⇒ 
 
⇒ 

業務改善大会 大会の実施 大会の実施・検証 大会の実施・検証 大会の検証 

実 績     

評 価  

備 考 

プラスワン行動・・・市民一人ひとりに対して通常のサービスに加えて真心込めたプラ
スワン(＋１)の対応を心掛けるとともに、これまでの業務に加えてプラスワン(＋１)の
業務にチャレンジしていくことです。職員一人ひとりが身近なことからプラスワン(＋
１)していけば市政発展の大きな原動力になります。 

区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 3 人材の育成・活用 

小 18 所 管 課 防災推進課・全課 

実施項目名 災害に対する職員対応能力の強化 

現状・課題 
南海トラフ巨大地震の発生が危惧される中、大規模災害が発生した際の各部署や個人の
役割、対応手順について認識されていない現状があります。 

取 組 内 容 業務継続計画(ＢＣＰ)に基づき、研修や訓練に取り組みます。 

期待される効果 ①災害時の対応能力の向上 ②職員の人材育成 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

ＢＣＰ研修等の参加者 全職員 未受講の職員 ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 3 人材の育成・活用 

小 19 所 管 課 職員課 

実施項目名 女性職員が活躍する職場環境づくりの推進 

現状・課題 
組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、平成２８年４月に「日向市におけ
る女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」を策定しました。平成２７年度
の係長職以上における女性職員の割合は１９.８９%です。 

取 組 内 容 
女性の視点を活かした政策形成や職場環境づくりを進めるため、「日向市における女性職
員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」に基づき係長以上における女性職員の割
合の増加を図ります。 

期待される効果 
①女性の視点を活かした政策形成や職場環境づくり 
②ワーク・ライフ・バランスの促進 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

係長職以上の女性職員
の割合 

２０％ ２１．６％ ２３．３％ ２５％ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 3 人材の育成・活用 

小 20 所 管 課 職員課 

実施項目名 多様な任用形態による人材の活用 

現状・課題 
地方分権の進展や社会経済情勢の変化に伴い、市民ニーズが多様化・複雑化しており、
再任用職員、非常勤嘱託員、臨時職員など多様な任用形態の活用により対応しています。 

取 組 内 容 
質の高い市民サービスを安定的に提供していくため、業務内容や専門性に応じて適材適
所の配置を行います。 

期待される効果 
①正職員が担うべき業務の明確化 ②効率的な事務執行の確立 
③専門的業務への効果的な対応 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

適正な人事管理 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 3 人材の育成・活用 

小 21 所 管 課 職員課 

実施項目名 人事評価制度の適正な運用 

現状・課題 

人事評価制度の目的である「職員の人材育成と組織力の強化」を達成するためには、職
員が評価結果に納得した上で、主体的に能力向上を行う必要があります。また、評価者
は評価技術だけでなく、コーチング能力や指導力を向上させると同時に、職場において
被評価者との信頼関係を充実強化していく必要があります。 

取 組 内 容 
人事評価制度に関する職員アンケートの結果を踏まえて、常に制度の見直しを行うとと
もに、職員の評価結果等に対する納得度の確認を行います。また、評価者研修を定期的
に行い、人事評価制度の適正な運用を図ります。 

期待される効果 ①職員の人材育成 ②組織力の強化 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

人事評価の評価結果に
対する職員の納得度 

６０％ ７０％ ８０％ ９０％ 

実 績     

評 価  

備 考 納得度：「５段階評価で上位２段階の判定をした職員数／被評価者」 

区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 4 定員管理・給与の適正化 

小 22 所 管 課 職員課 

実施項目名 時間外勤務の縮減 

現状・課題 
多様化・複雑化する市民ニーズへの対応や、制度改正に伴う業務量の増加により、職員
の時間外勤務が増加傾向にあります。 

取 組 内 容 
ノー残業デーの取組を推進し、また、時差式出勤制度を検討するなど、時間外勤務の縮
減に取り組みます。 

期待される効果 ①職員の心身の健康の維持・向上 ②人件費の縮減 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

ノー残業デーの周知・
徹底 

周知・徹底 ⇒ ⇒ ⇒ 

時差式出勤制度の検討 検討 
検討結果に基づき
実施 

⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 4 定員管理・給与の適正化 

小 23 所 管 課 職員課 

実施項目名 職員給与等の適正化 

現状・課題 
給与制度については、国の人事院勧告に準拠し、その都度給与の見直しを行ってきまし
た。今後も、国・県の動向や社会経済情勢の変化を踏まえながら適正化に取り組む必要
があります。 

取 組 内 容 
国・県の動向や社会経済情勢の変化を踏まえながら、引き続き給与制度の適正化に取り
組みます。また、市民の理解が得られる給与制度となるよう、毎年広報ひゅうがやホー
ムページに掲載し、公表を行います。 

期待される効果 ①人件費の適正化 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

人事院勧告準拠の給与
改正 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

職員給与等の公表 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 2 効率的な行政経営の確立 

中 4 定員管理・給与の適正化 

小 24 所 管 課 職員課 

実施項目名 定員管理の適正化 

現状・課題 
厳しい財政状況の中、多様化・複雑化する市民ニーズや、社会情勢の変化に的確に対応
していくため、事務事業や組織体制の見直しにより定員の適正化を図りました。平成２
８年４月１日現在の職員数は５８３人です。 

取 組 内 容 
市民サービスの低下を招くことがないよう、多様な任用形態による人材の活用を図ると
ともに、民間活力の導入や事務事業の見直し等により、平成２９年４月１日の職員数を
上限として適正な定員管理に取り組みます。 

期待される効果 ①適正な事務執行体制の確立 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

定員管理の適正化 
Ｈ３０．４．１ 
（Ｈ２９．４．１
の職員数）以下 

⇒ ⇒ 
Ｈ３３．４．１ 
（Ｈ２９．４．１
の職員数）以下 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 1 経営視点に立った財政運営 

小 25 所 管 課 財政課 

実施項目名 地方公会計制度の推進 

現状・課題 
地方公会計制度に基づく財務書類については、十分な活用ができていないため、施策や
予算編成への活用方法を検討し、効果的な財政運営に取り組んでいく必要があります。 

取 組 内 容 
平成２８年度決算分から統一的な基準による財務書類の作成が義務付けられたため、適
切に対応した財務書類の作成と分析を行い、予算編成や公共施設の更新・長寿命化に係
る費用確保などへの効果的な活用方法を検討します。 

期待される効果 ①公共資産の把握と適正な運用 ②財政負担の平準化 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

財務書類の活用 

統一的基準による
財務書類の作成・
公表及び活用方法
の検討 

財務書類の作成・
公表及び活用 
（随時、活用方法
の検討を行う） 

⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 1 経営視点に立った財政運営 

小 26 所 管 課 財政課 

実施項目名 公共施設マネジメントの推進 

現状・課題 
人口減少、厳しい財政事情及び公共施設の老朽化に伴う多額の更新費用が見込まれる中、
適切な維持管理と総量の最適化を図る取組が必要です。 

取 組 内 容 
公共施設の適切な点検等による安全・安心の確保、統合・廃止等による保有量の最適化
及び長寿命化等によるライフサイクルコストの縮減を図ります。 

期待される効果 ①持続可能な財政運営と行政サービスの提供 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

建物系施設の保有量の
最適化 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 1 経営視点に立った財政運営 

小 27 所 管 課 財政課・関係各課 

実施項目名 使用料、手数料の見直し 

現状・課題 
公共施設や行政サービスを維持していくためには、維持・管理にかかる費用の財源の確
保が重要です。 

取 組 内 容 
受益と負担の適正化の観点から、公共施設や行政サービスの維持・管理コストの見直し
と併せて使用料・手数料の見直しを行います。 

期待される効果 ①財政負担の適正化 ②適正な資産管理 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

使用料・手数料の 
見直し 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 1 経営視点に立った財政運営 

小 28 所 管 課 財政課 

実施項目名 第三セクターの経営健全化 

現状・課題 
公共性と企業性を併せ持つ第三セクターは、出資する地方公共団体の財政に影響を及ぼ
すことから、それぞれ経営の健全化に向けた取組を促進していく必要があります。 

取 組 内 容 

第三セクターの経営健全化を図るため、外部委員で構成する「第三セクター経営検討委
員会」において、毎年度の経営状況等の点検・評価を行い、適切な指導を行います。 
また、本市は、同委員会の点検評価結果報告をもとに、第三セクターの公的支援(財政支
援)や、統廃合も含めた今後のあり方について、検討を行います。 

期待される効果 ①第三セクターの経営健全化 ②財政健全化 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

各改革プランに基づく 
点検・評価の実施 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

第三セクターに対する 
本市の関与の検討 

検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 1 経営視点に立った財政運営 

小 28-① 所 管 課 観光振興課 

実施項目名 (株)日向サンパーク温泉の経営健全化 

現状・課題 
(株)日向サンパーク温泉は、顧客のニーズに合った営業優先の経営戦略が求められてお
り、そのための組織改編が課題となっています。なお、社員の接遇は、研修に積極的に
取り組んだ結果、改善が図られているところです。 

取 組 内 容 
第三セクターに関する指針を踏まえ、「(株)日向サンパーク温泉改革プラン」の見直しを
行い、集客力、販売力を高め、経営基盤の強化を支援します。 

期待される効果 ①第三セクターの自立した経営の確立 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

改革プランの実施 
新プラン 
による実施 

⇒ 
改革プランの 
見直し 

新プラン 
による実施 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 1 経営視点に立った財政運営 

小 28-② 所 管 課 農業畜産課 

実施項目名 日向青果地方卸売市場(株)の経営健全化 

現状・課題 
日向青果地方卸売市場(株)は、市場を取り巻く環境が変化していることから、今後も市
場経営は厳しい状況が続くものと考えられます。また、平成２５年に第三セクター経営
検討委員会から「整理・清算」の提言を受け、今後の方針について検討を行っています。 

取 組 内 容 
関係企業や出荷者・買参人・株主等の関係者との協議を行いながら、「整理・清算」に向
けて検討を行っていきます。 

期待される効果 ①財政健全化 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

日向青果地方卸売市場 
(株)の整理・清算 

協議・検討 検討結果に基づき可能な限り早期に実施 

実 績     

評 価  

備 考  



16 
 

 

 
 
 

 
  

区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 1 経営視点に立った財政運営 

小 28-③ 所 管 課 東郷地域振興課 

実施項目名 (株)東郷町ふるさと公社の経営健全化 

現状・課題 
(株)東郷町ふるさと公社は、主に牧水公園の管理業務を行っています。牧水公園の施設
稼働率の向上や経営基盤の安定化に向けた自主事業の取組が課題となっています。 

取 組 内 容 
「(株)東郷町ふるさと公社改革プラン」に基づいて実施される、施設の利用促進に向け
た情報発信や地域と連携したイベントの開催などの経営基盤の安定化に向けた取組につ
いて支援します。 

期待される効果 ①第三セクターの自立した経営の確立 ②牧水公園を核とした地域活性化  

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

改革プランの実施 
新プラン 
による実施 

⇒ 
改革プランの 
見直し 

新プラン 
による実施 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 1 経営視点に立った財政運営 

小 28-④ 所 管 課 文化生涯学習課 

実施項目名 (公財)日向文化振興事業団の経営健全化 

現状・課題 
(公財)日向文化振興事業団は、文化交流センターを拠点に市民文化の向上に努めていま
す。自主文化事業の収益性の向上が課題となっています。 

取 組 内 容 
第三セクターに関する指針を踏まえ、「(公財)日向文化振興事業団改革プラン」の見直し
を行い、定期的に運営協議会を開催しながら経営基盤の強化を支援します。 

期待される効果 ①第三セクターの自立した経営の確立 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

改革プランの実施 
新プラン 
による実施 

⇒ 
改革プランの 
見直し 

新プラン 
による実施 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 1 経営視点に立った財政運営 

小 29-① 所 管 課 水道課 

実施項目名 水道事業の経営健全化 

現状・課題 
平成１９年度に策定した「日向市水道ビジョン」に基づき、組織の効率化やコストの削
減に努めていますが、施設の更新や耐震化等の目標値には達していません。 

取 組 内 容 
安定した水道事業の経営を図るため、「日向市水道事業経営戦略」に基づいた新しい水道
ビジョンを策定し、計画に沿った施設の更新や耐震化を行います。 

期待される効果 ①水道水の安定的な提供 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

新水道ビジョン 策定 実施 ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 1 経営視点に立った財政運営 

小 29-② 所 管 課 下水道課 

実施項目名 下水道事業の経営健全化 

現状・課題 
下水道未普及地区の整備や施設の長寿命化対策、人口減少等による使用料収入の伸び悩
みなど、下水道事業の経営は厳しい状況にあります。安定した施設管理手法を確立する
とともに、更なる経営の健全化と経営基盤の強化を図る必要があります。 

取 組 内 容 

事業費の平準化とライフサイクルコストの抑制を図るため、施設の維持管理と改築を一
体的に捉えた「ストックマネジメント」の策定・推進と、安定した事業経営を目指すた
めの中長期的な投資資産と財源資産が均衡した形での「日向市公共下水道事業経営戦略」
の策定・推進に取り組みます。 

期待される効果 ①下水道サービスの持続的・安定的な提供 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

ストックマネジメント 基礎調査 策定 推進 ⇒ 

経営戦略 ― 策定 推進 ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 1 経営視点に立った財政運営 

小 29-③ 所 管 課 東郷病院 

実施項目名 病院事業の経営健全化 

現状・課題 
医師の欠員により、病床の一時閉鎖を含む診療体制の縮小が続いており、厳しい経営状
況になっています。常勤医師３人体制の確立と病床の再開、地域包括ケアシステムの構
築に向けた在宅医療への取組が課題となっています。 

取 組 内 容 
外来診療の拡充、病床再開に向け、常勤医師による安定した診療体制を確立し、医業収
益の改善を図ります。 

期待される効果 ①医療の安定的な提供 ②地域の健康の保持・増進 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

新病院改革プランの 
実施 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 2 自主財源等の歳入確保 

小 30 所 管 課 税務課 

実施項目名 債権管理の推進 

現状・課題 

債権管理研修の実施等により、職員の債権管理についての意識の醸成は進んでいますが、
依然として債権が残っています。更に適正管理を進め、市税、国民健康保険税、介護保
険料、市営住宅使用料、保育料など市が保有する債権の圧縮を図る必要があります。平
成２７年度の市債権額の合計は１,０７６百万円です。 

取 組 内 容 
職員の更なる債権管理意識の醸成を行いながら債権の圧縮を図るため、債権管理研修会
等に取り組みます。 

期待される効果 ①職員の債権管理意識の醸成 ②自主財源の確保 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

債権管理研修への 
参加者数 

４０人 ５０人 ６０人 ７０人 

市債権総額 １,０００百万円 ９６０百万円 ９２０百万円 ８８０百万円 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 2 自主財源等の歳入確保 

小 30-① 所 管 課 税務課 

実施項目名 市税の収納率の向上 

現状・課題 
平成２７年度の市税の収納率は９５.３１％で、県内９市中５番目です。更に収納率を向
上させるためには、過年度分の高額の滞納整理をどのようにに進めるかが課題です。 

取 組 内 容 
市税の収納率の向上のため、差押などの早期の滞納処分の執行や職員の研修会等への参
加による徴収技術の向上に取り組みます。 

期待される効果 ①効率的な収納体制の確立 ②自主財源の確保 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

現年度収納率 ９５.３５％ ９５.４０％ ９５.４５％ ９５.５０％ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 2 自主財源等の歳入確保 

小 30-② 所 管 課 国民健康保険課 

実施項目名 国民健康保険税の収納率の向上 

現状・課題 
滞納整理を進めるとともに、現年度分の自主納付を推進する必要があります。 
平成２７年度の国民健康保険税収納率(現年度一般分)は９２.２０%です。 

取 組 内 容 国民健康保険税の収納率の向上のため、口座振替などの自主納付の促進に取り組みます。 

期待される効果 ①効率的な収納体制の確立 ②自主財源の確保 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

現年度収納率 ９２.２５% ９２.３０% ９２.３５% ９２.４０% 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 2 自主財源等の歳入確保 

小 30-③ 所 管 課 こども課 

実施項目名 保育料の収納率の向上 

現状・課題 
保育料の滞納者に対し、個別指導等を行い、収納率向上に努めています。 
平成２７年度の保育料収納率は９８.０５%です。 

取 組 内 容 保育料の収納率の向上のため、課内や庁内での連携強化に取り組みます。 

期待される効果 ①効率的な収納体制の確立 ②自主財源の確保 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

現年度収納率 ９８.１０％ ９８.１５％ ９８.２０％ ９８.２５％ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 2 自主財源等の歳入確保 

小 30-④ 所 管 課 水道課 

実施項目名 水道料金の収納率の向上 

現状・課題 
口座振替契約率は８９%を超えている状況にありますが、収納率は僅かながら減少傾向に
あります。 
平成２７年度の水道料金収納率は９７.４４%です。 

取 組 内 容 
水道料金の収納率の向上のため、さらに口座振替を推進するとともに、滞納整理の推進
に取り組みます。 

期待される効果 ①効率的な収納体制の確立 ②自主財源の確保 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

現年度収納率 ９７.４７% ９７.５０% ９７.５３% ９７.５６% 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 2 自主財源等の歳入確保 

小 30-⑤ 所 管 課 建築住宅課 

実施項目名 住宅使用料の収納率の向上 

現状・課題 
公営住宅事業特別会計の安定的な運営を行うためにも、市営住宅使用料、住宅修繕料負
担金の収入額を増やすことが求められています。 
平成２７年度の市営住宅使用料収納率は９７.３９%です。 

取 組 内 容 
住宅使用料の収納率の向上のため、口座振替を推進するとともに、滞納整理の推進に取
り組みます。 

期待される効果 ①効率的な収納体制の確立 ②自主財源の確保 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

現年度収納率 ９８.１７％ ９８.１７％ ９８.５０％ ９９.００％ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 2 自主財源等の歳入確保 

小 30-⑥ 所 管 課 高齢者あんしん課 

実施項目名 介護保険料の収納率の向上 

現状・課題 
高齢者数の増加により、普通徴収調定額の増加が予想されることから、適正な収納体制
の充実強化を図る必要があります。平成２７年度の介護保険料収納率は８４.２８%です。 

取 組 内 容 
介護保険料の収納率の向上のため、介護保険制度の周知・啓発、口座振替の促進、高額
滞納者への対応の強化、差押等の滞納処分に取り組みます。 

期待される効果 ①効率的な収納体制の確立 ②自主財源の確保 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

現年度収納率 ８５.００％ ８５.５０％ ８６.００％ ８７.００％ 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 2 自主財源等の歳入確保 

小 31 所 管 課 環境政策課 

実施項目名 ごみ処理の有料化 

現状・課題 

ごみ減量化の推進やごみの排出量に応じた費用負担の公平化を図るため、ごみ処理の有
料化について検討を行っています。平成２６年１２月に「ごみ減量・リサイクルに関す
るアンケート調査」を実施し、市民意識の把握を行いました。有料化の実施については、
今後予定されている消費税増税など市民生活への影響も懸念されるため、十分な検討が
必要です。 

取 組 内 容 
一般廃棄物の排出量や資源化の推移、社会経済情勢や市民の意識等を考慮しながら検討
を行います。 

期待される効果 ①ごみ減量化の推進 ②公平なごみ処理費用負担 ③ごみ処理施設の延命化 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

ごみ処理の有料化 検討 検討結果に基づき可能な限り早期に実施 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 2 自主財源等の歳入確保 

小 32 所 管 課 財政課・関係各課 

実施項目名 広告掲載事業の拡充 

現状・課題 
庁舎案内や共用封筒に広告掲載を導入しているほか、ホームページバナーやぷらっとバ
スへの広告掲載に取り組んでいますが、掲載スペースの空きも見受けられるため、市内
への幅広い周知を図り、更なる取組を進める必要があります。 

取 組 内 容 
現在導入している広告掲載事業の拡充や広告媒体として活用可能なものへの広告掲載事
業に取り組み、自主財源の確保を図ります。 

期待される効果 ①効率的な広報媒体の活用 ②自主財源の確保 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

広告掲載事業の拡充 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 2 自主財源等の歳入確保 

小 33 所 管 課 ブランド推進課 

実施項目名 ふるさと日向市応援寄附金事業の拡充 

現状・課題 

ふるさと応援寄附金は、人口減少が進む地方自治体において重要な自主財源の一つとな
っています。今後は、自治体間競争が激化している現状を踏まえ、ふるさと納税制度の
趣旨を尊重しながら、本市特産品のＰＲと併せて、体験型商品の開発など地域振興につ
ながる返礼品の開発に取り組んでいく必要があります。 

取 組 内 容 
ふるさと寄附金の返礼品を扱う市内業者と連携しながら、本市特産品の普及拡大化や寄
附者の増加に取り組み、寄附金の拡大を図ります。 

期待される効果 ①自主財源の確保  ②特産品の知名度向上 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

寄附金額 ５億円 ５億円 ５億円 ５億円 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 2 自主財源等の歳入確保 

小 34 所 管 課 会計課 

実施項目名 資金運用の強化 

現状・課題 
現在は預金での資金運用を行っていますが、マイナス金利導入による預金利子の減少な
ど、資金運用益の減少が見込まれています。 

取 組 内 容 
国債や地方債などの資金運用を行うための規程や検討委員会の設置を行い、確実で有利
な資金運用に取り組みます。 

期待される効果 ①自主財源の確保 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

資金運用 
規程の設置 
検討委員会の開催 
資金運用 

 
⇒ 
⇒ 

 
⇒ 
⇒ 

 
⇒ 
⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  
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区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 3 不断の歳出改革と将来負担の軽減 

小 35 所 管 課 財政課 

実施項目名 財政指標の改善 

現状・課題 
厳しい財政状況の中、これまでの財政改革プランに基づく取組により、各財政指標の改
善は図られていますが、今後は、社会保障費や公共施設の更新費用の増加に加え、収入
の減少が見込まれるなど、さらに厳しい財政状況が予想されています。 

取 組 内 容 
歳入の確保と歳出の削減に一体的に取り組み、健全で持続可能な財政基盤づくりを図り
ます。 

期待される効果 ①健全な財政運営 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

経常収支比率の改善 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

健全化判断比率の改善 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  

区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 3 不断の歳出改革と将来負担の軽減 

小 36 所 管 課 財政課 

実施項目名 市債残高の圧縮 

現状・課題 
公共施設を計画的かつ重点的に整備することで市債の新規発行額の抑制に努めています
が、平成２８年度から平成２９年度に新庁舎建設事業による新規発行を予定しており、
市債残高の増加が見込まれています。 

取 組 内 容 
庁舎建設の財源分を除き、新規発行額は元金償還額以内に抑制するとともに、交付税算
入率や金利面で有利な市債の発行に努めます。 

期待される効果 ①将来世代の負担の軽減 ②財政基盤の強化 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

新規発行の抑制 ― 
元金償還額以下の 
新規発行 

⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考 
平成２９年度は、新庁舎建設事業に伴う市債発行により、元金償還額以上の借
入を行う予定です。（合併特例債を活用予定） 
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区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 3 不断の歳出改革と将来負担の軽減 

小 37 所 管 課 財政課 

実施項目名 基金の計画的な活用 

現状・課題 
近年、財政改革プランに基づく取組により、基金取崩しの抑制が図られ、積み増しがで
きていますが、新庁舎建設事業の財源に充てることが予定されています。今後見込まれ
る普通地方交付税や税収の減少による財源不足に対応するため、一定の残高が必要です。 

取 組 内 容 
財政調整積立基金については、災害などの緊急時に対応できる規模の残高維持に努めな
がら、計画的な活用を図ります。また、特定目的基金については、それぞれの目的に沿
った適正な運用を行います。 

期待される効果 ①財政基盤の強化 ②行政サービスの維持 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

財政調整基金の残高 29億7,000万円 ⇒ ⇒ ⇒ 

特定目的基金等を含む
全体基金残高 

96億2,900万円 ⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考 平成２９年度の数値は、平成２８年度末における基金残高見込額です。 

区 分 

大 3 持続可能な財政基盤の強化 

中 3 不断の歳出改革と将来負担の軽減 

小 38 所 管 課 財政課 

実施項目名 補助金制度の適正な運用 

現状・課題 
「新しい補助金の交付制度」に基づき、補助金の見直しを行ってきましたが、一定割合
のカットを基本にした削減には限界があることから、抜本的な見直しの必要があります。 

取 組 内 容 
引き続き「新しい補助金の交付制度」に基づき、補助金の必要性やその効果などを検証
しながら、補助金制度の適正な運用を図ります。 

期待される効果 ①行政サービスの検証 ②財政負担の適正化 

計 画 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

補助事業の適正な運用 
市単独補助金の 
検証及び見直し 

⇒ ⇒ ⇒ 

実 績     

評 価  

備 考  
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